
H30.4.1

Ａ　対象工事・公告・提出資料

番号 質　　　　　問 回　　　　　答

1
この方式の対象となる工事は、どんな工事で
すか。

予定価格が概ね２億円以上の大型工事、８０００万円以上の土
木一式及び建築一式工事、または発注機関の長が必要と認め
た工事で、入札公告で明示します。

2
この方式による入札は、どこに公告されます
か。

受注希望型競争入札と同様に入札情報システムに掲載されま
す。
http://www.pref.nagano.lg.jp/gijukan/kensei/nyusatsu/kokyokoj
i/denshi/nyusatsu/index.html

4
この方式による入札であることは、どこに記載
されますか。

入札公告で「内訳書等の提出及び下請要件を付する受注希望
型競争入札試行要領」に基づく入札である旨を明示します。ま
た、試行要領に基づく入札条件として以下の内容等を併せて入
札公告に明示します。
　　・下請負人の要件（「県内下請比率」を定める場合がありま
す）
　　・内訳書等の提出
　　・下請要件を確認できる資料の提出
　　・追加資料の提出
　　・無効（失格）とする入札書

5 入札時に必要な書類は何ですか。

入札書の他に以下の書類が必要です。
１　内訳書等として
 ・「工事費内訳書」(備考欄に下請負人の商号又は名称を記載
したもの）
２　下請要件を確認する資料として
　・下請負人が記載された「下請金額付き施工体系図」

6
落札候補者になったらどのような書類を提出
すればよいですか。

　「工事費内訳書の算出根拠」（科目内訳書及び施工内訳書。
備考欄に下請負人の商号又は名称を記載したもの）、「その他
の積算資料」（公告で求めた場合）、「下請負人の作成した見積
書」、「施工体制台帳」、「下請負人の配置予定技術者が必要と
する資格証等」について、発注機関が指定した期日までに、郵
送又は持参により提出してください。
　この際、受注希望型競争入札実施要領様式１－１（共通公
告）の８、落札者決定時の審査資料と併せ提出してください。

Ｂ　内訳書等

番号 質　　　　　問 回　　　　　答

7
「工事費内訳書」「工事費内訳書の算出根拠」
はどこまで提出が必要ですか。

入札公告で示した金抜き設計書（工事費内訳書、科目内訳書、
施工内訳書）に記載したものを基本とします。同じ内容が記載さ
れていれば、独自の作成した様式によるものでも可です。

8
「科目内訳書」、「施工内訳書」とは何ですか。
下請負人の見積書がある場合も転記して提
出する必要がありますか。

科目内訳書、施工内訳書とは、従来は、明細書、単価表と呼ん
でいたもので、金抜き設計書の中で工事費内訳書の算出明細
として添付されているものです。
一部の工事を下請けする場合は、内訳書等の備考欄に下請負
人名の記載と下請負人の作成した見積書の提出が必要となり
ます。この時、見積書の記載内容に相当する科目内訳書や施
工内訳書を重複して（転記して）提出する必要はありません。

公告期間はどのくらいですか。

内訳書等の提出及び下請要件を付する受注希望型競争入札に係るＱ＆Ａ

２４日以上で、発注機関の長が定め入札公告する期間になりま
す。
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9
下請負人の作成した見積書についても、「施
工内訳書」と同じ内容の細かな単価表が必要
ですか。

下請負人に依頼する工事の内容や範囲が元請負人として確認
できるよう、当該工事箇所名、工種（材料）名、数量、単価、金額
について記載してあれば、細かな内訳書は必ずしも必要ありま
せん。

10
過去の実績や物価版等の資料により、入札
者の判断で積算してよいか。

直営施工する場合なら差し支えないが、下請する予定の工種
は、下請負人名の記載と下請負人の作成した見積書に基づく
積算が必要です。

11
工事費内訳書、科目内訳書、施工内訳書等
の積算額と下請負人の見積り書を同額とする
必要はありますか。

下請負人の見積書と一致させるか、入札者（元請け）の必要経
費をそれに加算した額を記入してください。
下請負人の見積書より工事費内訳書等に記入した額の方が安
価な場合は、内訳書の不備と判断し、無効（失格）となります。

12
仮設工など１式計上の内訳が示されない場
合は、どのように積算するのか。

施工方法、現場状況を勘案の上、入札者の判断で積算してくだ
さい。
なお、入札公告で、「その他積算資料」として、１式の積算内訳、
数量の算出根拠または説明図等を求められた場合は、必ず提
出して下さい。この場合、適正な施工ができないと判断された
場合は内訳書等の不備として無効（失格）となります。

13
「その他の積算資料」として求めるものは、ど
の様なものを想定しているか例示願います。

「その他の積算資料」として求めるものは、次の事項等を想定し
ており、必ず入札公告で示します。
　　・瀬追工、排水工等の積算内訳、数量、説明図
　　・仮設道路工、足場工等の積算内訳、数量、説明図
　　・当該工事における主要材料の単位数量あたりの見積書
　　・道路工事等における交通管理対策計画図、積算内訳　　な
ど。

14

金抜き設計書に記載されている施工機械と
異なる機種を使用して積算してよいか。また、
金抜き設計書の記載事項以外の項目を追加
してよいか。

現場条件、条件明示書等を十分勘案の上、入札者が想定する
機種や規格で積算してください。
また、工事に必要なものは追加して計上されたい。

15 再入札時に必要な書類は何ですか。

入札書のみです。
ただし、「工事費内訳書」(備考欄に下請負人の商号又は名称を
記載したもの）及び下請負人が記載された「下請金額付き施工
体系図」は落札候補者のみ、入札参加資格要件審査書類の提
出時に提出して頂きます。

Ｃ　下請要件を確認する資料

番号 質　　　　　問 回　　　　　答

15
入札時に提出した下請負人及び下請金額は
契約後変更できますか。

原則として、下請負人及び下請金額を変更することはできませ
ん。合理的な理由を伴った、やむを得ない変更が必要な場合も
発注機関の承認が必要です。
なお、この方式により契約した工事については、第９に規定する
「履行状況の確認及び措置」を行います。これにより、入札時に
提出した資料と契約後の内容に著しい差違や虚偽記載等の悪
質な行為があった場合は、契約解除や入札参加停止等の措置
をとる場合があります。

16
提出が必要な下請負人の範囲は、どこまでで
すか。

試行要領第５－２の下請負人の範囲に示す下記の下請負人で
す。
・建設業許可を有する一次下請負人全て
・交通整理員、ガードマン、産業廃棄物処理・運搬、測量、調査
会社等の外部委託（外注）業者

17

各種調査等を公的機関に外注する場合や年
間を通じた単価契約をしている場合について
も見積書の提出と施工体制台帳等の記載は
必要ですか。

（財）長野県建設技術センター試験所でコンクリート圧縮強度試
験等を行う場合や公的機関に水質分析を依頼する場合などに
ついては、箇々の工事現場における見積書の提出は省略でき
ることとします。
また、民間企業と年間を通じた単価契約を行っている場合につ
いては、当該単価契約書の写しを見積書に代えることができる
こととします。
また、供試体やサンプルを元請け業者が調査会社等に持ち込
む場合など、調査会社が現場に直接入ることのない場合につ
いては、施工体制台帳等の記載は不要とします。



18

全て直営施工する場合又は試行要領第５－
２に定める下請人の範囲を除く者のみに下請
する場合については、見積書及び施工体制
台帳等の提出は不要ですか。

下請負人の作成した見積書の提出は不要です。
施工体制台帳等は、元請負人のみ記載して提出してください。
なお、落札候補者に対し追加資料として「直営施工を確認する
資料」の提出を求めることがあります。

19
二次以降の下請負人の記載や見積りは不要
か。

基本的に、不必要な重層下請は不適切であり、一次下請が望
ましいため、建設業許可を有する一次下請人についての資料を
求めることとしました。

20
警備会社（交通誘導員等）は下請負人と同様
と考えてよいか。

警備会社との契約は、建設工事の請負契約には該当しません
が、これらの業務は、建設工事との関連性をもって元請負人の
指揮、調整のもとに行われるものであるため、建設業の下請負
人と同様に施工体制台帳及び施工体系図への記載をしてくだ
さい。

21
建設業の許可を受けていない下請負人は可
能ですか。また、内訳書等への記載や見積は
必要ですか。

建設業法に定める範囲内で許可を有しない業者の下請も可能
です。その場合、入札時には、見積書の提出や施工体制台帳
及び施工体系図への記載を必ずしも求めません。

22 下請業者の見積書はコピーでもよいか。
コピーで結構ですが、追加資料で正本の提示を求めることがあ
ります。

23
施工体制台帳に必要な添付書類は、どこまで
必要ですか。

下請負人が配置を予定している主任技術者の資格内容を証す
る資格証の写しまたは経験年数を確認する経歴証が必要で
す。
また、下請負契約書は「見積書」と読み替えて提出することとし
ます。

24
下請金額付き施工体系図(様式２号）はどの
ように提出するのですか。

・電子入札の場合は、「申請書等」に添付してください。
・郵送入札の場合は、工事費内訳書とともに、そのまま外封筒
に入れてください。

25
下請金額付き施工体系図の「下請金額」が未
記入の場合は無効失格となりますか。

未記載等により施工体制が不明確な場合は無効（失格）となり
ます。また、提出しない場合は無効となります。

Ｄ　県内下請比率を求める工事

番号 質　　　　　問 回　　　　　答

26 「県内下請費率」とは何ですか。
県外に本店を有する者が入札参加する場合において、県内に
本店を有する下請負人との契約予定額の総計が入札価格に占
める比率をいい、入札公告で定める場合があります。

27
下請金額付き施工体系図の「県内下請比率」
及び「下請金額」が未記入の場合は無効失格
となりますか。

未記載等により施工体制が不明確な場合は無効（失格）となり
ます。また、提出しない場合は無効となります。

28 「県内下請費率」は何をもとに決定しますか。
下請可能な工事の割合、施工可能な県内業者の有無、工事種
別、施工数量等により、２０～４０％の範囲で工事毎に定め入札
公告で明示します。

29

「県内下請費率」の算出において、入札者（元
請け）が県内のメーカーなどから直接購入す
る材料費は算定に入りますか。また、下請負
人との契約予定額には、材料費を含めてよい
ですか。

下請け契約の中に関連する材料費が含まれていれば対象とな
りますが、入札者が直接仕入れる材料費は対象となりません。

30
県内の下請負人が、県外の工場、メーカー、
商社などから購入する資材の購入費用は県
内下請費率の算定に入りますか。

下請け契約の中に関連する材料費が含まれていれば対象とな
ります。



31
県内下請費率を求める工事においても、二次
以降の下請負人の記載や見積りは不要か。

基本的に、不必要な重層下請は不適切であり、一次下請が望
ましいため、建設業許可を有する一次下請人についての資料を
求めることとしました。
ただし、落札候補者に対し、追加資料として二次以降の下請負
人に関する見積書や施工体制台帳等を求める場合がありま
す。これにより、県外企業に二次下請けすることで県内下請比
率を満たさない場合や建設業法第２２条に規定する「一括下請
の禁止」に抵触する恐れがあると認められた場合などは無効
（失格）となります。

32
県内に施工可能な業者がいない場合はどうし
たらよいか。

県内下請費率の設定に当たっては、下請け可能な範囲をそれ
ぞれ検討して設定しています。

Ｅ　その他

番号 質　　　　　問 回　　　　　答

33 失格基準価格は適用になりますか。
「受注希望型競争入札に係る低入札価格調査制度事務処理試
行要領」により、失格基準価格が設定されます。

34
下請負人が、複数の入札参加者に対して重
複して見積書を提出することは可能か。

重複して見積書を提出することは可能です。

35
追加資料とはどんな資料か。また、入札者が
自主的に追加資料を提出できるか。

追加資料は、発注機関の長が必要に応じ、落札候補者に対し
求めるもので、入札者の判断で追加提出することは認めませ
ん。追加資料には、次に示す資料等を求めます。
・県内下請比率を確認する資料
・直営施工を説明できる資料
・その他、発注機関の長が必要と認めた資料
なお、追加資料は指示された日の翌々日までに提出が必要で
すので、事前準備をお願いします。

36
試行要領第９(1)の「契約の目的」とは何です
か。

契約書に基づき工事目的物を完成すること及び試行要領の前
文にある積算根拠の明確化と施工体制の適正化を図ることを
指します。

37
社会・経済情勢の変化により下請負人や下
請金額を変更することは、試行要領第９(3)の
「合理的な理由」に当たりますか。

通常起こりうる社会・経済情勢の変化は「合理的な理由」とはな
りません。ただし、大規模な災害の発生や予期せぬ大幅な物価
変動などについては「合理的な理由」に該当する場合がありま
す。また、下請業者を保護するために資材価格の上昇分を変
更増額することは「合理的な理由」に当たります。

38
受注後に、より安い見積りが得られた別の下
請業者に変更することは、試行要領第９(3)の
「合理的な理由」に当たりますか。

原則として下請負人及び下請金額を変更することはできませ
ん。また、より安い見積もりが出たこと等の受注者の自己都合
による下請業者及び下請金額の変更は「合理的な理由」とはな
りません。

39

元請け業者や下請業者の手持ち工事量の変
化に伴い下請業者を変更することは、試行要
領第９(3)の「合理的な理由」に当たりますか。
下請業者側から、契約辞退の申し出があった
場合はどうなりますか。

元請けの事情による下請負人の変更は「合理的な理由」とはな
りません。
ただし、下請契約を締結する前に下請負人側から辞退したい旨
の申し出があった場合は、変更を認めます。なお、この場合は
直営で施工するか、予定した金額と同額以上で他の下請負人
と契約しなければなりません。また、この場合は予定した下請
負人からの辞退届書が必要です。

40
試行要領第９(3)の「合理的な理由」に該当す
るケースはどんな場合ですか。

予定していた下請負人が倒産または下請負人の配置予定技術
者が死亡した場合に下請負人を変更する場合や、施工数量が
増加したため下請金額を増額する場合などは「合理的な理由」
に該当します。

41
下請負人のやむを得ない変更が生じた場合
の手続き方法、及び様式は。

やむを得ない変更が必要な場合には、施工協議書により発注
機関の承認が必要です。また承認された場合は、下請負人通
知書の提出が必要です。なお、様式は「土木工事現場必携」等
を参照してください。


